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身体拘束等の適正化のための指針 
 

社会福祉法人 神戸老人ホーム 

 

 

１． 施設における身体拘束等の適正化に向けた基本的な考え方 

身体拘束等の行動制限は、入居者の自由かつ尊厳ある生活を阻むものです。このことに鑑

み、当法人の各施設（以下、「当施設」という）では、入居者の尊厳と主体性を尊重し、職

員一人ひとりが身体拘束等による身体的・精神的弊害を理解するとともに、身体拘束等を

安易に正当化しない姿勢を堅持します。また、身体拘束等の廃止に向けた意識を高く持ち、

安心かつ安全なサービスの提供に努めます。 

 

(１) 介護保険指定基準の身体拘束禁止規定 

当施設では、入居者または職員の生命・心身を保護するために緊急やむを得ない場合を除

き、入居者の自由な行動を制限する行為を行いません。 

 

(２) 緊急やむをえない場合の判断 

緊急やむを得ない場合に該当するか否かの判断は、原則として「切迫性」・「非代替性」・「一

時性」の３要件について、極めて慎重な確認手続きを実施した場合に限ります。 

 

(３) 身体拘束の廃止に向けた基本姿勢 

当施設の全ての職員は、身体拘束等の廃止に向けた意識を高く持ち、本方針に遵ったサー

ビスの提供に努めます。 

また、身体拘束等が必要と判断される場合であっても、常に代替方法を検討し、その廃止

に向けた姿勢を堅持します。 

 

 

２． 人権擁護委員会その他施設内の組織に関する事項 

（１）人権擁護委員会の設置 

当施設では、身体拘束等の廃止に努める観点から、施設長を運営責任者とする人権擁護委

員会（以下、「委員会」という）を組織します。なお、各施設における委員会の名称は下記

の通りとします。 

 

（２）委員会の開催 

委員会は、原則として毎月 1 回開催するものとします。なお、委員会は、虐待防止に関す
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る委員会と一体的に開催する場合があります。 

 

（３）委員会の協議事項 

委員会では、次のような内容について協議するものとします。 

・委員会その他法人内の組織に関する事項 

・身体拘束等の適正化のための指針の整備に関する事項 

・身体拘束等の必要性の検討と実施した場合の解除に関する事項 

・身体拘束等の適正化のための職員への指導（研修を含む）に関する事項 

・身体拘束等について、職員が相談・報告できる体制整備に関する事項 

・身体拘束等の再発防止に関する事項 

 

 

３． 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

当施設では、身体拘束等に関する基礎的知識の習得ならびに普及・啓発を目的として職員

研修を実施します。また、本指針に基づき、身体拘束等の適正化を徹底します。 

・研修は、年 2回以上実施します。また、新たに職員を採用した際も必ず実施します。 

・研修は、虐待予防研修と同日に開催する場合があります。 

・研修は、原則として当施設の全ての職員が受講するものとし、研修資料、出席者、研修

報告書等の記録を適切に保存するものとします。 

 

 

４． 施設内で発生した身体拘束等の報告方法等のための方策に関する基本指針 

身体拘束等の事案は、全て委員会に報告するものとします。なお、委員長が委員会の定期

開催を待たずして報告が必要と判断する場合は、臨時的に委員会を招集するものとします。 

 

 

５．身体拘束等発生時の対応に関する基本指針 

入居者または職員の生命及び心身の安全を確保するための措置として、やむを得ず身体拘

束等を行わなければならない場合は、次の手順に従って実施するものとします。 

 

(１) 身体拘束等の必要性の検討と記録 

身体拘束等の必要性の判断は、決して一人の職員が行わず組織的に行います。また、検討・

決定の際は、「切迫性」・「非代替性」・「一時性」への該当性のほか、拘束による入居者の心

身への弊害、拘束をしない場合のリスク等について慎重に確認します。身体拘束等が必要

と決定した場合は、身体拘束等の態様及び時間、緊急やむを得ない事由を詳細に記録しま

す。 
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(２) 入居者（本人）・家族への十分な説明 

やむを得ず身体拘束等を実施する場合は、事前に入居者・家族等に対して、入居者の心身

状況ならびに緊急やむを得ない理由、方法、時間帯及び時間、その他必要事項等について

十分な説明を行い、合意を得ます。 

 

(３) 行政への相談・報告 

身体拘束等を検討・決定するに際しては、必要に応じて行政機関（神戸市）まで相談・報

告します。 

 

(４) 必要事項の記録 

やむを得ず身体拘束等を実施する場合は、入居者の心身状況ならびに緊急やむを得ない理

由、方法、時間帯及び時間、入居者の特記すべき心身状況、その他必要事項等をケース記

録に記載します。また、身体拘束等の実施以降は、経過観察の記録、再検討の記録等を時

系列で詳細に記録します。 

 

(５) 身体拘束等の解除 

やむを得ず身体拘束等を実施した場合は、その解除に向けた取組方針や目標とする解除の

時期を明確にし、適宜、人権擁護委員会で解除に向けた協議を行います。また協議の結果、

身体拘束等を継続する必要がないと判断された場合は、速やかに解除します。 

 

 

６．入居者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

この指針は、入居者・家族等の求めに応じていつでも施設で閲覧できるようにするととも

に、当法人のホ－ムペ－ジに公表し、いつでも自由に閲覧できるようにします。 

 

 

７．その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

介護保険指定基準及び本方針に基づき、身体拘束等の状況を把握し、その適正化に向けた

取り組みを進めます。また、職員の不安を取り除き、身体拘束等の廃止に向けた意識づけ

を継続していくことを常に考えて取り組みを進めます。 

 

 

附則 

平成 18 年 4月 1日より施行する。 

平成 30 年 4月 1日より施行する。 

令和 3 年 4月 1日より施行する。 
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令和 4 年 4月 1日より施行する。 

令和 5 年 4月 1日より施行する。 

令和 6 年 4月 1日より施行する。 

令和 7 年 6月 13 日より施行する。 


